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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　　　　 回次  
第11期

第３四半期連結
累計期間

第12期
第３四半期
累計期間

第11期
第３四半期連結
会計期間

第12期
第３四半期
会計期間

第11期

　　　　　会計期間  

自平成21年
９月１日
至平成22年
５月31日

自平成22年
９月１日
至平成23年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成23年
３月１日
至平成23年
５月31日

自平成21年
９月１日
至平成22年
８月31日

売上高　　　　　　　　 (千円) 553,648 191,981 148,557 52,025 394,547

経常損失(△)　　　　　　　 (千円) △384,242△235,188△108,125△34,957△464,733

四半期純利益又は四半期

（当期）純損失(△)　　
(千円) △361,530△124,959△137,126 88,872△465,096

持分法を適用した場合の

投資利益
(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 3,486,7033,526,7033,486,703

発行済株式総数 （株） ― ― 102,240 123,846 102,240

純資産額　　　　　　　 (千円) ―  ― 277,856 115,294 159,638

総資産額　　　　　　　 (千円) ―  ― 426,354 276,946 242,202

１株当たり純資産額　　　 （円） ―  ― 2,727.61 930.95 1,567.12

１株当たり四半期純利益

又は１株当たり四半期

(当期)純損失金額(△)　　

（円） △4,250.30△1,093.05△1,346.12 717.60△5,208.48

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額　　　

（円） ― ― ― ―  ―

自己資本比率　　　　　 （％） ― ― 65.2 41.6 65.9

営業活動による

キャッシュ・フロー　　
(千円) △251,558△233,913 ― ― ―

投資活動による

キャッシュ・フロー　　
(千円) 73,131 △56,822 ― ― ―

財務活動による

キャッシュ・フロー　　
(千円) 185,494 303,869 ― ― ―

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高　　

　　　

(千円) ― ― 77,470 20,760 ―

従業員数　　　　　　　　 （人） ― ― 102 29 44

　(注)１．第11期第３四半期については四半期連結財務諸表を作成しているため、第11期第３四半期累計期間及び第11期

第３四半期会計期間に代えて第11期第３四半期連結累計期間及び第11期第３四半期連結会計期間について記

載しております。

　　　２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

    　３．持分法を適用した場合の投資利益については、第11期第３四半期連結累計期間及び第11期第３四半期連結会計

期間は四半期連結財務諸表を作成しているため、第11期は連結財務諸表を作成しているため、第12期第３四半

期累計期間及び第12期第３四半期会計期間は関連会社が存在しないためそれぞれ記載しておりません。

EDINET提出書類

株式会社コネクトテクノロジーズ(E05388)

四半期報告書

 2/41



　　　４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第11期第３四半期連結累計期間、第12期第３四

半期累計期間、第11期第３四半期連結会計期間及び第11期は潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当

期）純損失であるため記載しておりません。第12期第３四半期会計期間については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　　  ５. 第11期は連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・

フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 　 

　

２【事業の内容】
当第３四半期会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　平成23年３月１日付で単独株式移転により持株会社である株式会社コネクトホールディングスを設立したことに伴

い、同社は新たに関係会社となりました。

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社) 　 　 　 　 　 　

㈱コネクトホールディ
ングス

東京都港
区

70,000
傘下グループ会社の
経営管理及びそれに
附帯する業務

― 100
同社より経営指導を受
けております。
役員の兼任５名

(注)　有価証券届出書及び有価証券報告書の提出会社であります。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 29（7）　

　　 （注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（）

外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
    至　平成23年５月31日）

　
前年同四半期比（％）　

　

システムソリューション事業（千円） 18,474 ―

サービス事業（千円） 8,052 ―

エンタテインメント事業（千円）　 ― ―

合計（千円） 26,527 ―

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．前第３四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比の記載はしておりません。

　 

(2）受注状況

　当第３四半期会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比

(％)　

 受注残高

（千円）

前年同四半期比

(％)

システムソリューション事業 35,898 ― 24,950 ―

サービス事業 12,332 ― ― ―

合計 48,230 ― 24,950 ―

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２. 前第３四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比の記載はしておりません。

      ３．エンタテインメント事業は、受注生産ではないため、記載しておりません。

 

(3）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
    至　平成23年５月31日）

　
前年同四半期比（％）　

　

システムソリューション事業（千円） 39,573 ―

サービス事業（千円） 12,452 ―

エンタテインメント事業（千円） ― ―

合計（千円） 52,025 ―
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（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．前第３四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比の記載はしておりません。　

３．当第３四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。

相手先

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
 至　平成23年５月31日）

金額(千円) 割合(％)

トッパン・フォームズ株式会社 16,805 32.3

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 6,132 11.8

 ４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　

２【事業等のリスク】

当社は、リスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避、あるいは発生した場合の適切な対応に努める所存であり

ます。なお、記載しております文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したもので

あります。

　

当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

　

「継続企業の前提に関する事項」について

当社は、前事業年度において415百万円、当第３四半期累計期間において209百万円の大幅な営業損失を計上し、また

当第３四半期累計期間の営業キャッシュ・フローも233百万円のマイナスとなっていることから、継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況の解消を図るべく、当社の各事業について現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの改善を

最優先課題として、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むために、徹底したコスト削減により、企業収

益が確保できる効率的な体制の構築と改善の実施が必要不可欠であると判断し、総合ＩＴソリューションカンパニー

としての当社戦略の再構築を進めておりますが、当社における売上原価及び販売管理費としての人件費負担は依然大

きく、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むためには、更なる適正な人員体制の構築による収益改善

の実施が必要不可欠であると判断し、平成23年１月18日開催の取締役会において経営の合理化策の実施を決定し、退

職勧奨による９名の人員削減並びに役員報酬の減額を行っております。

また、平成23年３月１日付で、当社の株式移転により株式会社コネクトホールディングスを設立し、当社管理コスト

の削減を図るとともに、平成23年３月15日付での株式会社ゲットバック・エンタテインメントの設立、平成23年３月

31日付での株式会社ＳＢＹの子会社化、また平成23年６月１日付での株式会社ガットの子会社化により、当社グルー

プにおけるシナジー効果による当社の収益拡大を図るための対策を講じておりますが、これらの対策が計画どおり進

捗しなかった場合、当社事業に支障を来す可能性があります。

　　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第３四半期会計期間における世界経済は、金融危機による景気後退の中、各国政府による緊急経済対策や金融

緩和により一部の地域では改善の兆しが見られたものの、不安定な雇用情勢や設備投資の抑制など、回復力の乏し

い状態で推移しました。

また、国内経済は、企業収益が改善するなど緩やかながら景気は回復しておりますが、厳しい雇用環境、長引く円

高、資源価格の上昇などに加え、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災の影響もあり、依然として先行き不

透明な状況が続いております。

当社を取り巻く環境といたしましては、ソーシャルアプリの市場が急拡大している他、iPadやiPhone、Android端

末等スマートフォンの普及が本格化してきており、モバイルコンテンツ関連市場を取り巻く環境は大きく変化して

いる中で、サービス提供事業者間の競争激化による差別化のため、より高度なソリューション提供が要請されてい

る状況にあります。

このような環境の中、当社といたしましては、当第３四半期会計期間におきましては、平成23年３月１日に当社の

株式移転により持株会社として株式会社コネクトホールディングスを設立したことにより、当社は総合ＩＴソ

リューションカンパニーにおける事業子会社としてシステムソリューション事業及びサービス事業に特化し、収益

構造の大規模な転換に取り組んでおります。

　この結果、当第３四半期会計期間の売上高は52百万円、経常損失は34百万円となりました。

また、四半期純利益は、株式移転による新株予約権付社債消滅益120百万円の発生により88百万円となりました。

　　　 セグメントの業績は次のとおりであります。

①システムソリューション事業

システムソリューション事業につきましては、当社の主力セグメントであり、当事業につきましては引き続き、稼

働率の向上や効率的な開発体制の構築に取り組んでおります。

この結果、当第３四半期会計期間における当事業の売上高は39百万円、営業利益は18百万円となりました。

②サービス事業

サービス事業につきましては、総合ＩＴソリューションカンパニーとして当社の将来的な重要セグメントとなる

認識を持っており、従前より継続しているテストラボ及びＡＳＰサービスとともに、自社コンテンツの立ち上げ、ま

たＥコマースの展開を行うことにより新たな事業基盤としての安定した収益基盤とさせるべく展開の準備を行っ

ております。

この結果、当第３四半期会計期間における当事業の売上高は12百万円、営業利益は４百万円となりました。

③エンタテインメント事業

エンタテインメント事業につきましては、総合ＩＴソリューションカンパニーとして、エンタテインメントソ

リューションを主眼に置いた事業であり、既存事業とのシナジー効果を見込んだ、Ｅコマースの展開、イベント企

画、キャスティング、プロダクション業務、及び映像・音楽などの番組コンテンツの配信、アプリケーションの提供

などインターネットに接続可能な携帯端末のネットワークを介するサービスの提供を行っております。

この結果、当第３四半期会計期間における当事業の営業損失は１百万円となりました。

　

なお、前第３四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比は記載しておりません。　

　

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に比べ

10百万円増加し、20百万円となりました。

　また、当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は16百万円となりました。

　これは主に、税引前四半期純利益89百万円等の増加要因があったものの、新株予約権付社債消滅益120百万円等の

減少要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において投資活動の結果得られた資金は１百万円となりました。

　これは主に、有価証券の売却及び償還による収入４百万円、貸付金の回収による収入６百万円等の増加要因があっ

たものの、短期貸付による支出５百万円、無形固定資産の取得による支出３百万円等の減少要因によるものであり

ます。　
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において財務活動の結果得られた資金は26百万円となりました。

　これは主に、短期借入による収入30百万円等の増加要因によるものであります。

　

　なお、前第３四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比は記載しておりません。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　

(4)研究開発活動

　当第３四半期会計期間における当社の研究開発活動の金額は、０百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5)継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況を解消するための対応策

当社は、前事業年度において415百万円、当第３四半期累計期間において209百万円の大幅な営業損失を計上し、ま

た当第３四半期累計期間の営業キャッシュ・フローも233百万円のマイナスとなっていることから、継続企業の前提

に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、当該状況の解消を図るべく、当社の各事業について現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの

改善を最優先課題として、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むために、徹底したコスト削減により、

企業収益が確保できる効率的な体制の構築と改善の実施が必要不可欠であると判断し、総合ＩＴソリューションカン

パニーとしての当社戦略の再構築を進めておりますが、当社における売上原価及び販売管理費としての人件費負担は

依然大きく、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むためには、更なる適正な人員体制の構築による収

益改善の実施が必要不可欠であると判断し、平成23年１月18日開催の取締役会において経営の合理化策の実施を決定

し、退職勧奨による９名の人員削減並びに役員報酬の減額を行っております。

また、平成23年３月１日付で、当社の株式移転により株式会社コネクトホールディングスを設立し、当社管理コスト

の削減を図るとともに、平成23年３月15日付での株式会社ゲットバック・エンタテインメントの設立、平成23年３月

31日付での株式会社ＳＢＹの子会社化、また平成23年６月１日付での株式会社ガットの子会社化により、当社グルー

プにおけるシナジー効果による、当社の収益拡大を図るための対策を講じております。

これらを踏まえ、今後における更なる戦略的かつ機動的な事業展開と事業運営を推進することを目的に、総合ＩＴ

ソリューションカンパニーとして、様々なＩＴソリューションを提供できる企業を目指していく方針であり、全社を

あげての黒字体質への転換を目指してまいります。
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第３【設備の状況】
(1)主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2)設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中でありました本社移転につきましては、平成23年４

月に下記のとおり完了いたしました。　

会社名
事業所名

(所在地)　

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数　　
建物

工具、器具

及び備品

ソフトウェ

ア
合計

株式会社コネクト

テクノロジーズ

本社

(東京都港区)

システムソ

リューソン事

業

サービス事業　

事務所 － 2,442 16,17318,615
29

(7)　

（注）１．上記金額には消費税等は含めておりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は年間の平均人員を（）外数で記載しております。

  また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000

計 240,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
（平成23年５月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成23年７月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 123,846 123,846 非上場

当社は単元株制度を採用して

おりません。

完全議決権株式であり、株主

としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式でありま

す。

計 123,846 123,846 － －

　（注）当社は、平成23年３月１日付で単独株式移転により、完全親会社となる株式会社コネクトホールディングスを設

立し、当社は同社の完全子会社となったことに伴い、東京証券取引所（マザーズ）に上場していた当社株式は、

平成23年２月24日付で上場廃止となっております。

　    　

（２）【新株予約権等の状況】

　平成23年３月１日付にて株式移転を行い、株式会社コネクトホールディングスに承継しているため、該当事
項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社コネクトテクノロジーズ(E05388)

四半期報告書

 9/41



（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成22年９月24日発行）

 
第２四半期会計期間

（平成22年12月１日から
平成23年２月28日まで）

第３四半期会計期間
（平成23年３月１日から
平成23年５月31日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数（個）
10 －

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 14,532 －

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円）
3,439 －

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（千円）
50,000 －

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計

（個）

16 －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数

（株）

21,978 －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等

（円）

3,725 －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（千

円）

80,000 －

（注）平成23年３月１日付にて株式移転を行い、株式会社コネクトホールディングスに承継しているため、第３四半期

会計期間における該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年３月１日～

平成23年５月31日
－　 123,846 － 3,526,703 － 3,792,528
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（６）【大株主の状況】

　氏名又は名称 　住所 　所有株式数（株）

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％）

株式会社コネクトホールディングス　東京都港区六本木六丁目１番24号　 123,846　 　100.00

計 　－ 　123,846 　100.00

（注）当社は、平成23年３月１日付で単独株式移転により、完全親会社である株式会社コネクトホールディングスを設立

し、当社は同社の完全子会社となりました。　

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   123,846 123,846

当社は単元株制度を採

用しておりません。

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

制限のない、標準となる

株式であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数    123,846 － －

総株主の議決権 － 123,846 －

 

②【自己株式等】

 　　　　該当事項はありません。 　
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
９月

10月 11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 6,850 6,270 4,400 5,010 4,835 5,320 － － －

最低（円） 5,890 3,500 3,010 3,495 3,680 3,400 － － －

　（注）　１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　　　　２．当社は、平成23年３月１日付で単独株式移転により、完全親会社となる株式会社コネクトホールディングスを

設立し、当社は同社の完全子会社となったことに伴い、東京証券取引所（マザーズ）に上場していた当社

株式は、平成23年２月24日付で上場廃止となっており、最終取引日である平成23年２月23日までの株価に

ついて記載しております。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動は次の通りであります。

　

（退任取締役）

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 　第２ソリューション事業部長 　伊藤広明 　平成23年２月28日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(3）前第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）は四半期財務諸表を作成していないため、前第３四半期会計期間

（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年５

月31日まで）に係る四半期損益計算書並びに前第３四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日ま

で）に係る四半期キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期

連結損益計算書並びに前第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期

連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平

成22年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については清友監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間(平成23年３月１

日から平成23年５月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年９月１日から平成23年５月31日まで)に係る四半

期財務諸表については、北摂監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は、平成21年６月20日付で北摂監査法人が当社一時会計監査人に選任されたことに伴い、次のと

おり交代しております。 

  　第12期第１四半期会計期間の財務諸表  堂島監査法人

  　第12期第２四半期会計期間の財務諸表  堂島監査法人

　　第12期第３四半期会計期間の財務諸表  北摂監査法人

　

  当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

（１）異動に係る監査公認会計士等の名称

　　①就任する監査公認会計士等

　　　名　称　北摂監査法人

　　　所在地　兵庫県芦屋市西山町11番17号

　　②退任する監査公認会計士等

　　　名　称　堂島監査法人

　　　所在地　大阪市西区江戸堀1丁目１番11号　　

（２）異動年月日

　　　平成23年６月20日

（３）退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士となった年月日

　　　平成22年８月18日　

（４）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等又は内部統制報告書における意見等に関す

る事項

該当事項はありません。　　　

（５）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　当社の監査公認会計士等である堂島監査法人より、堂島監査法人側の事情により会計監査人を辞任したい旨の

申し出があり、当社において慎重に検討した結果、当該申し出を受け入れ、当社監査役会は、北摂監査法人を一時

会計監査人に選任することを決議いたしました。 

北摂監査法人からは、当社の一時会計監査人への就任を承諾する旨の内諾を受けております。 

なお、退任にあたり堂島監査法人からは、十分な引継ぎがなされる旨の確約をいただいております。　

（６）上記（５）の理由及び経緯に対する監査報告書等又は内部統制報告書の記載事項に係る退任する監査公認会

計士等の意見

該当事項はありません。　
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（７）退任する監査公認会計士等が（６）の意見を表明しない理由及び当社が退任する監査公認会計士等に対し、意

見の表明を求めるために講じた措置の内容

該当事項はありません。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,760 7,626

受取手形及び売掛金 21,383 49,050

有価証券 30,000 －

仕掛品 6,732 8,070

その他 25,542 6,899

貸倒引当金 △8,819 △618

流動資産合計 95,598 71,028

固定資産

有形固定資産 ※1
 2,241

※1
 8,863

無形固定資産 18,349 6,971

投資その他の資産

投資有価証券 122,107 141,102

長期貸付金 30,000 30,000

敷金及び保証金 34,973 9,339

長期未収入金 145,909 ※2
 146,877

その他 2,055 2,220

貸倒引当金 △174,288 △174,201

投資その他の資産合計 160,757 155,338

固定資産合計 181,347 171,173

資産合計 276,946 242,202

負債の部

流動負債

買掛金 1,946 10,669

短期借入金 115,000 －

役員からの短期借入金 10,000 5,000

1年内返済予定の長期借入金 5,004 5,004

未払金 11,067 26,948

未払法人税等 5,334 12,305

その他 6,979 12,983

流動負債合計 155,331 72,912

固定負債

長期借入金 5,798 9,551

繰延税金負債 522 100

固定負債合計 6,320 9,651

負債合計 161,652 82,563
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,526,703 3,486,703

資本剰余金 3,792,528 3,755,362

利益剰余金 △7,204,698 △7,068,019

自己株式 － △14,554

株主資本合計 114,532 159,492

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 761 146

評価・換算差額等合計 761 146

純資産合計 115,294 159,638

負債純資産合計 276,946 242,202
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（２）【四半期損益計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 553,648

売上原価 373,224

売上総利益 180,424

販売費及び一般管理費 ※
 528,225

営業損失（△） △347,800

営業外収益

受取利息 2,814

その他 1,747

営業外収益合計 4,562

営業外費用

支払利息 3,727

株式交付費 1,141

貸倒引当金繰入額 11,279

支払手数料 24,779

その他 74

営業外費用合計 41,003

経常損失（△） △384,242

特別利益

投資有価証券売却益 13,996

固定資産売却益 27,931

貸倒引当金戻入額 45,446

特別利益合計 87,374

特別損失

固定資産売却損 258

固定資産除却損 73

減損損失 3,333

投資有価証券評価損 15,441

貸倒引当金繰入額 26,423

事務所閉鎖損失 6,272

その他 7,605

特別損失合計 59,408

税金等調整前四半期純損失（△） △356,276

法人税、住民税及び事業税 6,263

法人税等調整額 △1,010

法人税等合計 5,253

四半期純損失（△） △361,530
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【当第３四半期累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 191,981

売上原価 95,292

売上総利益 96,688

販売費及び一般管理費 ※
 306,405

営業損失（△） △209,716

営業外収益

受取利息 244

出向負担金収入 4,182

その他 1,017

営業外収益合計 5,445

営業外費用

支払利息 2,299

社債利息 1,840

貸倒引当金繰入額 8,266

支払手数料 17,225

その他 1,287

営業外費用合計 30,917

経常損失（△） △235,188

特別利益

貸倒引当金戻入額 288

投資有価証券売却益 3,999

新株予約権付社債消滅益 120,000

特別利益合計 124,287

特別損失

固定資産除却損 516

貸倒引当金繰入額 86

特別退職金 3,950

減損損失 4,063

事務所移転費用 2,591

特別損失合計 11,208

税引前四半期純損失（△） △122,109

法人税、住民税及び事業税 2,850

法人税等合計 2,850

四半期純損失（△） △124,959
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【前第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 148,557

売上原価 95,391

売上総利益 53,166

販売費及び一般管理費 ※
 150,934

営業損失（△） △97,768

営業外収益

受取利息 78

その他 443

営業外収益合計 521

営業外費用

支払利息 631

貸倒引当金繰入額 10,000

その他 247

営業外費用合計 10,878

経常損失（△） △108,125

特別利益

貸倒引当金戻入額 719

特別利益合計 719

特別損失

固定資産売却損 258

減損損失 3,333

投資有価証券評価損 10,692

事務所閉鎖損失 6,272

その他 4,045

特別損失合計 24,601

税金等調整前四半期純損失（△） △132,008

法人税、住民税及び事業税 1,788

法人税等調整額 3,330

法人税等合計 5,118

四半期純損失（△） △137,126
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【当第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 52,025

売上原価 28,860

売上総利益 23,165

販売費及び一般管理費 ※
 54,293

営業損失（△） △31,128

営業外収益

受取利息 136

その他 409

営業外収益合計 545

営業外費用

支払利息 1,515

支払手数料 2,125

その他 734

営業外費用合計 4,375

経常損失（△） △34,957

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,353

投資有価証券売却益 3,999

新株予約権付社債消滅益 120,000

特別利益合計 125,352

特別損失

固定資産除却損 516

事務所移転費用 56

特別損失合計 572

税引前四半期純利益 89,822

法人税、住民税及び事業税 950

法人税等合計 950

四半期純利益 88,872
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △356,276

減価償却費 13,669

減損損失 3,333

のれん償却額 3,247

貸倒引当金の増減額（△は減少） 416

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,992

受取利息及び受取配当金 △2,814

支払利息 3,727

株式交付費 1,141

固定資産売却損益（△は益） △27,673

固定資産除却損 73

投資有価証券評価損益（△は益） 15,441

投資有価証券売却損益（△は益） △13,996

支払手数料 24,779

事務所閉鎖損失 6,272

その他の特別損益（△は益） 7,605

売上債権の増減額（△は増加） 77,887

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,851

仕入債務の増減額（△は減少） △2,787

その他 △11,993

小計 △232,101

利息及び配当金の受取額 333

利息の支払額 △1,900

法人税等の支払額 △13,441

法人税等の還付額 167

その他 △4,616

営業活動によるキャッシュ・フロー △251,558

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 18,000

有形固定資産の売却による収入 39

有形固定資産の取得による支出 △12,456

無形固定資産の売却による収入 28,571

無形固定資産の取得による支出 △4,700

敷金及び保証金の回収による収入 43,677

投資活動によるキャッシュ・フロー 73,131

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △48,680

株式の発行による収入 234,174

財務活動によるキャッシュ・フロー 185,494
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,067

現金及び現金同等物の期首残高 70,403

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 77,470
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【当第３四半期累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △122,109

減価償却費 6,853

減損損失 4,063

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,288

受取利息及び受取配当金 △244

支払利息 2,299

投資有価証券売却損益（△は益） △3,999

新株予約権付社債消滅益 △120,000

固定資産除却損 516

支払手数料 17,225

社債利息 1,840

特別退職金 3,950

事務所移転費用 2,591

売上債権の増減額（△は増加） 27,666

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,338

前払費用の増減額（△は増加） △7,227

仕入債務の増減額（△は減少） △8,723

未払金の増減額（△は減少） △13,329

未払又は未収消費税等の増減額 △6,071

その他 △4,684

小計 △209,758

利息及び配当金の受取額 228

利息の支払額 △1,646

支払手数料の支払額 △9,215

損害賠償金の支払額 △600

法人税等の支払額 △6,448

法人税等の還付額 67

特別退職金の支払額 △3,950

その他 △2,591

営業活動によるキャッシュ・フロー △233,913

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △30,000

有価証券の売却及び償還による収入 24,000

有形固定資産の取得による支出 △233

無形固定資産の取得による支出 △15,954

短期貸付けによる支出 △15,000

貸付金の回収による収入 6,000

敷金及び保証金の差入による支出 △25,633

投資活動によるキャッシュ・フロー △56,822
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（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 120,000

長期借入金の返済による支出 △3,753

新株予約権付社債の発行による収入 187,622

財務活動によるキャッシュ・フロー 303,869

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,133

現金及び現金同等物の期首残高 7,626

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 20,760
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

当社は、前事業年度において415,411千円、当第３四半期累計期間において209,716千円の大幅な営業損失を計上し、ま

た当第３四半期累計期間の営業キャッシュ・フローも233,913千円のマイナスとなっていることから、継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、当該状況の解消を図るべく、当社の各事業について現状及び今後の可能性を吟味し、キャッシュ・フローの改

善を最優先課題として、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むために、徹底したコスト削減により、企業

収益が確保できる効率的な体制の構築と改善の実施が必要不可欠であると判断し、総合ＩＴソリューションカンパニー

としての当社戦略の再構築を進めておりますが、当社における売上原価及び販売管理費としての人件費負担は依然大き

く、黒字体質に向けた収益構造の大規模な転換に取り組むためには、更なる適正な人員体制の構築による収益改善の実施

が必要不可欠であると判断し、平成23年１月18日開催の取締役会において経営の合理化策の実施を決定し、退職勧奨によ

る９名の人員削減並びに役員報酬の減額を行っております。

また、平成23年３月１日付で、当社の株式移転により株式会社コネクトホールディングスを設立し、当社管理コストの

削減を図るとともに、平成23年３月15日付での株式会社ゲットバック・エンタテインメントの設立、平成23年３月31日付

での株式会社ＳＢＹの子会社化、また平成23年６月１日付での株式会社ガットの子会社化により、当社グループにおける

シナジー効果による、当社の収益拡大を図るための対策を講じております。

これらを踏まえ、今後における更なる戦略的かつ機動的な事業展開と事業運営を推進することを目的に、総合ＩＴソ

リューションカンパニーとして、様々なＩＴソリューションを提供できる企業を目指していく方針であり、全社をあげて

の黒字体質への転換を目指してまいります。

しかし、これらの対応策のうち、今後における戦略的かつ機動的な事業展開における売上高の確保は外部環境要因に依

存する部分も大きく、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期財務諸表には反

映しておりません。

　

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

　　会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　なお、これによる営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失に与える影

響はありません。

　

 企業結合に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基

準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する摘用指針」（企業会計基準摘用指針第10号　平成20年12月

26日）を適用しております。　　
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著

しい変化がないと見込まれるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法　 　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。　

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

４．経過勘定項目の算定方法 　合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間

(自  平成22年９月１日  至  平成23年５月31日)

（連結納税制度の適用）

　第３四半期会計期間より、株式会社コネクトホールディングスを連結納税親法人とする連結納税制度を適用しておりま

す。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、29,151千円であり

ます。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、36,003千円であり

ます。

　　　　　　　　　　―――――― ※２　従来、「投資有価証券」の一部を株券消費貸借契約に

より貸し出しておりましたが、返済期限を経過しても

返済されておりません。当該有価証券に関する現在継

続中の返還請求訴訟において、当該有価証券が消滅し、

金銭債権が発生したのと同様であると認められる状況

になったため、貸付有価証券の取得価額92,150千円及

びそれに係る未収収益22,847千円を長期未収入金に振

替えております。　

　２  手形割引高 ３　手形割引高

受取手形割引高 24,747千円

　

受取手形割引高 6,552千円
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

  ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 36,270千円

給与手当 227,563千円

法定福利費 27,773千円

地代家賃 18,708千円

研究開発費

支払手数料

34,526千円

62,328千円

　

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

  ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 20,488千円

給与手当 101,515千円

法定福利費　 15,661千円

地代家賃　 16,338千円

支払手数料 87,745千円

研究開発費　 3,283千円

貸倒引当金繰入額 223千円

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

  ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 10,590千円

給与手当 66,998千円

法定福利費 7,648千円

地代家賃 8,128千円

研究開発費

支払手数料

8,855千円

16,660千円

　

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

  ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 18,478千円

法定福利費 3,971千円

地代家賃 6,506千円

支払手数料 8,002千円

研究開発費　 45千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年５月31日現在）

現金及び預金勘定  77,470千円 

現金及び現金同等物  77,470千円 

　    

　

  ２　重要な非資金取引の内容 

　　　投資有価証券102,150千円及びその他の流動資産（未収

収益）45,777千円を長期未収入金に、その他の流動資

産（短期貸付金）30,000千円を投資その他の資産（長

期貸付金）にそれぞれ振替えております。

　

　

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年５月31日現在）

現金及び預金勘定  20,760千円 

現金及び現金同等物  20,760千円 

　    

　

　２　重要な非資金取引の内容

　  　転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権　

の行使

新株予約権の行使による資本

金の増加額
40,000千円

新株予約権の行使による資本

準備金増加額
40,000千円

新株予約権の行使による新株

予約権付社債の減少額
80,000千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成23年５月31

日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　123,846株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　 　－株

３．新株予約権等に関する事項

(1)平成22年新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　　－株

新株予約権の第３四半期会計期間末残高　　　　　－円 

(注)平成23年２月28日までの転換状況

①累計転換額：80,000千円

②転換株式総数：21,978株

③転換後発行済株式総数：123,846株

④転換後資本金：3,526,703千円

なお、当社は平成23年３月１日付の株式移転により、株式会社コネクトホールディングスに新株予約権を承継し

ております。

(2) ストック・オプションとしての新株予約権

　該当事項はありません。　
４．配当に関する事項

該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動　

(1) 無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の一部行使

当社は、当第３四半期累計期間において、第２回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の

一部行使により資本金及び資本準備金がそれぞれ40,000千円増加しております。その結果、当第３四半期会計期

間末において資本金が3,526,703千円、資本準備金が3,792,528千円となっております。　

(2) 自己株式の消却 

当社は、平成23年２月18日開催の取締役会決議により、会社法第178条の規定に基づき、自己株式372株を消却い

たしました。これにより、資本剰余金が2,833千円、利益剰余金が11,720千円、自己株式がそれぞれ14,554千円減少

しております。

　

（金融商品関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）

事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認めらるものは次の

とおりであります。

　
四半期貸借対照表計上額

（千円）

時価

  (千円）

差額

  （千円）

　短期借入金 115,000 115,000 －

〈注）金融商品の時価の算定方法

・短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。　　
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（有価証券関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）

前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）

該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

当第３四半期累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成23年５月31日）及び当第３四半期会計期間（自　平成23年３月

１日　至　平成23年５月31日）

該当事項はありません。　　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当第３四半期会計期間(自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日)

共通支配下の取引等

１．結合当事企業または対象となった事業の名称及び当該事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称ならびに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容

名　称　　：株式会社コネクトテクノロジーズ

事業の内容：携帯電話向けシステム開発事業

(2) 企業結合日

平成23年３月１日

(3) 企業結合の法的形式

単独株式移転による持株会社設立

(4) 企業結合後企業の名称

株式会社コネクトホールディングス

(5) 取引の目的を含む取引の概要

当社が総合ＩＴソリューソンカンパニーとして更なる発展を目指すには、環境の変化に素早く対応して意思決

定できる組織の構築が不可欠であるとの観点から、持株会社体制へ移行することといたしました。

　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日)に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。

　

（資産除去債務関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日） 

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成22年３月１日　至平成22年５月31日）

 

システムソ
リューショ
ン事業
（千円）

 プロダクツ
事業
（千円）

コンサル
ティング事
業

（千円）

サービス事業
（千円）

 
計

（千円）

消去又
は全社
（千円）

 
連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する
売上高

140,148 4,537 300 3,571148,557 ― 148,557

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

― ― ― ― ― ― ―

計 140,148 4,537 300 3,571148,557 ― 148,557

営業利益又は営業

損失（△）
22,157 441 △1,058 △1,40120,139△117,907△97,768

　

前第３四半期連結累計期間（自平成21年９月１日　至平成22年５月31日）

 

システムソ
リューショ
ン事業
（千円）

 プロダクツ
事業
（千円）

コンサル
ティング事
業

（千円）

サービス事業
（千円）

 
計

（千円）

消去又
は全社
（千円）

 
連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する
売上高

449,99057,503 14,570 31,585553,648 ― 553,648

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

― ― ― ― ― ― ―

計 449,99057,503 14,570 31,585553,648 ― 553,648

営業利益又は営業

損失（△）
78,534△2,531 3,703 3,79083,497△431,298△347,800

　（注）１．事業区分の方法

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。

２．各区分に属する主な事業内容

事業区分 事業内容

システムソリューション事業
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステム開発、サーバ

構築、運用等

プロダクツ事業

当社グループが蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易にするユー

ティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの集合体）、エンジン

（特定の処理を行う際の中心機能）といったソフトウエア、プロダクツと

して提供する事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売等

コンサルティング事業
移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサービス展開を検討

している企業向けのコンサルティング及びシステム開発等

サービス事業
エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供、携帯電話向けソフトウ

エアの検証請負等
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３．会計処理方法の変更

(受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準等の変更)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、受注制作ソフトウエ

ア開発に係る収益及び費用の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約

に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半

期連結会計期間に着手した受注制作ソフトウエア開発のうち、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準(ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原

価比例法)を、その他の契約については工事完成基準を適用しております。

 これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は43,170千円増加し、営業損失、経営損失及び税金等調整前

四半期純損失は、それぞれ13,027千円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成22年３月１日　至平成22年５月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自平成21年

９月１日　至平成22年５月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成22年３月１日　至平成22年５月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自平成21年

９月１日　至平成22年５月31日）

海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、サービスの種類別に３つの事業部門を置き、それぞれ事業特性に応じた活動を展開しております。

したがって、当社は、事業部門を基礎としたセグメントから構成されており、「システムソリューション事業」、

「サービス事業」、「エンタテインメント事業」の３つを報告セグメントとしております。

　各報告セグメントの事業内容は次のとおりであります。　

事業区分 事業内容

システムソリューション事業
主に、携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステム開

発、サーバ構築、運用等のソリューションを提供

サービス事業

主に、エンドユーザーに向けての直接通信サービスの提供、携帯

電話向けソフトウエアの検証請負、自社コンテンツの立ち上げ、

Ｅコマース等を展開

エンタテインメント事業
主に、企画プロデュース・キャスティング・プロダクション業

務、及び映像・音楽などのコンテンツの制作等を展開
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期累計期間（自平成22年９月１日　至平成23年５月31日）　

（単位：千円）

 

 報告セグメント

調整額
（注）１　

四半期損益
計算書計上
額

（注）２

システムソ
リューショ
ン事業

サービス事
業

エンタテイ

ンメント事

業　

合計 

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 159,22732,753 －　 191,981 － 191,981
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － －

計 159,22732,753 －　 191,981 － 191,981

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
83,411 12,738△6,274　 89,875△299,592△209,716

（注）１.セグメント利益の調整額△299,592千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△299,592千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。　　

２.セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

当第３四半期会計期間（自平成23年３月１日　至平成23年５月31日）　

（単位：千円）

 

 報告セグメント

調整額
（注）１　

四半期損益
計算書計上
額

（注）２

システムソ
リューショ
ン事業

サービス事
業

エンタテイ

ンメント事

業　

合計 

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 39,573 12,452 －　 52,025 － 52,025
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － －

計 39,573 12,452 －　 52,025 － 52,025

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
18,714 4,363△1,483　 21,594△52,722△31,128

（注）１.セグメント利益の調整額△52,722千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△52,722千円で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。　　

２.セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　　

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）　

該当事項はありません。

　

（追加情報）

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

１株当たり純資産額 930.95円 １株当たり純資産額 1,567.12円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △4,250.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　(注)１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

四半期純損失(△)（千円） △361,530

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △361,530

期中平均株式数（株） 85,060

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

――――

　

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △1,093.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

四半期純損失(△)（千円） △124,959

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △124,959

期中平均株式数（株） 114,322

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

――――
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △1,346.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

四半期純損失(△)（千円） △137,126

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △137,126

期中平均株式数（株） 101,868

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

――――

　

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 717.60円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

四半期純利益（千円） 88,872

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 88,872

期中平均株式数（株） 123,846

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

――――
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

資本準備金及び資本金の減少ならびに剰余金の処分 

当社は平成23年６月23日の取締役会において、資本構成の是正と財務体質の健全化を図ることを目的として、会社法第

448条第１項の規定に基づき資本準備金の取り崩しを行い、また会社法第447条第１項の規定に基づき資本金を減少し、そ

の他資本剰余金に振り替え、増加するその他資本剰余金を会社法第452条の規定に基づき繰越利益剰余金に振り替えるこ

とを決議しております。

１．資本準備金の額の減少の要領 

会社法第448条第１項の規定に基づき資本準備金の額を減少し、減少した金額をその他資本剰余金に振り替える。

資本準備金の額の減少においては、発行済株式総数の変更は行わず、資本準備金の額のみ減少する。 

① 減少する資本準備金の額 3,742,528千円 

② 増加するその他資本剰余金の額 3,742,528千円 

２．資本金の額の減少の要領 

会社法第447条第１項の規定に基づき資本金の額を減少し、減少した金額をその他資本剰余金に振り替える。

資本金の額の減少においては、発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみ減少する。 

① 減少する資本金の額 3,476,703千円 

② 増加するその他資本剰余金の額 3,476,703千円

３．剰余金の処分の要領 

会社法第452条の規定に基づき、上記２及び３で振り替えたその他資本剰余金7,219,231,650円を繰越利益剰余金に

振り替え、欠損を補填する。 

① 減少する剰余金の項目及びその額 

その他資本剰余金 7,219,231千円 

② 増加する剰余金の項目及びその額 

繰越利益剰余金 7,219,231千円 

４．資本準備金及び資本金の額の減少の日程 

取締役会決議日　　　　　平成23年６月23日

株主総会決議日　　　　　平成23年６月23日

債権者異議申述公告日　　平成23年７月29日（予定）

債権者異議申述最終期日　平成23年８月30日（予定）

効力発生日　　　　　　　平成23年８月31日（予定）　

　

２【その他】

　当社は第10期事業年度末において、㈱インベンシスに対して貸金債権30,000千円、貸付有価証券273,040千円等を有

しておりましたが、返済期限を経過しても返済されておりません。これらにつきましては、同社代表者（平地聡氏）の

連帯保証を受けており、回収の可能性はあると判断するものの、回収の長期化を懸念して、債権総額に対して第10期事

業年度末において50%、第11期第１四半期末において50%と債権全額に対する貸倒引当金を計上しておりました。

　この間、平成21年10月に同社に対する貸金返還請求訴訟を申立て、平成21年11月に株券返還請求訴訟を申立てており

ます。株券返還請求訴訟においては、申立時の当該有価証券の時価総額である金286,790千円と賃貸料金15,647千円の

合計額である金302,437千円を訴訟物の価額として請求しております。

　なお、本件訴訟のうち貸金債権30,000千円については、平成22年11月８日に第一審(東京地裁)判決にて、当社が勝訴

しております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 22年７月15日

株式会社コネクトテクノロジーズ

取締役会　御中

清友監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田口　邦宏　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　紀彦　　印
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　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コネクトテ

クノロジーズの平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年３月１

日から平成22年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　

記

　「追加情報」に記載されているとおり、会社の社内調査にて、過去（平成17年８月期及び平成18年８月期）の決算におけ

る投資有価証券の評価及び売上高の計上方法に関して修正を要する可能性が生じた。会社としては、事実関係の詳細及び業

績に与える影響の有無を関係者へのヒアリングを含め調査を継続し、その結果に対する第三者の判断を得るため、社外の弁

護士及び公認会計士を含めた調査委員会を設置することとした。現在、事実関係の詳細を調査中であるが、社内調査におい

ては、平成22年８月期の業績に及ぼす影響は軽微であるものと判断している。当四半期レビュー報告書日現在において、当

監査法人は調査委員会の調査報告書の提出を受けていない。このため調査報告書について今後実施される監査手続の結果

が、過年度の連結財務諸表に及ぼす影響を確定することができなかった。

  

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項の四半期連結財務諸表に与える

影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コネクトテ

クノロジーズ及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第

３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．「継続企業の前提に関する事項」に記載されているとおり、会社グループは、前連結会計年度において738百万円、

当第３四半期連結累計期間において347百万円の大幅な営業損失を計上し、また当第３四半期連結累計期間の営業

キャッシュ・フローも251百万円のマイナスとなっていることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対す

る対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続

企業を前提に作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映していない。

２．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は、第１四半

期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用してい

る。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は、当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬのデータは含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年７月14日

株式会社コネクトテクノロジーズ

取締役会　御中

北摂監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　隆之　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 重冨　公博　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コネクト

テクノロジーズの平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第12期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年３月１

日から平成23年５月31日まで）及び第３四半期累計期間(平成22年９月１日から平成23年５月31日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コネクトテクノロジーズの平成23年５月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

（追記情報）

継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前事業年度において415,411千円、当第３四半期累計

期間において209,716千円の大幅な営業損失を計上し、また当第３四半期累計期間の営業キャッシュ・フローも

233,913千円のマイナスとなっている。これにより、会社には継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が

存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び

重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は、当社が四半期

財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬのデータは含まれておりません。
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